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当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の非継続（廃止）について 

 

 

当社は、平成１８年５月２４日の取締役会決議により「当社株式の大規模買付行為に関

する対応方針（以下「本対応方針」といいます。）」の導入を決定し、同年６月２９日開催

の定時株主総会で株主の皆様のご承認を得て以来、平成２２年６月２５日および平成２５

年６月２１日開催の定時株主総会でそれぞれ本対応方針の継続についてご承認いただき、

現在に至っております。 

本対応方針の有効期間は本年６月開催の定時株主総会終結の時までであることから、本

対応方針の継続の是非について検討してまいりました。その結果、本日開催の取締役会に

おいて、本対応方針を継続しないことを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

当社は、平成２２年度から５ヵ年の近鉄グループ経営計画において、あべのハルカスを

はじめとする各種プロジェクトを推進し事業基盤の整備・強化に努めるとともに、各事業

において構造改革を着実に進めるなど業績確保のための諸施策に全力で取り組んでまいり

ました。また、昨年４月１日には、グループ経営管理機能の強化と各事業会社の自立的経

営の推進による企業価値増大を目的として、純粋持株会社制に移行いたしました。純粋持

株会社制への移行を機に新たに策定した平成２７年度から４ヵ年の近鉄グループ経営計画

においては、「成長へのシフト」と「財務健全性の確保」を基本方針とし、新たな収益基盤

を育成するとともに、グループシナジーの最大化と財務基盤の一層の充実に取り組むこと

としております。この近鉄グループ経営計画を着実に推進するとともに、様々なステーク

ホルダーとの信頼関係の維持に十分に配慮し、長期的な視点に立った企業活動を行い、ま

たコーポレートガバナンス体制のさらなる強化に努めることが、当社の企業価値を向上さ

せ、株主共同の利益の確保に資するものであると考えております。 



- 2 - 

このような状況のもと、当社は、本年６月に有効期間満了を迎える本対応方針の取扱い

について、国内外の機関投資家をはじめとする株主の皆様のご意見や買収防衛策をめぐる

近時の動向などを考慮しつつ、慎重に検討を重ねてまいりました。その結果、当社を取り

巻く経営環境の変化に加え、金融商品取引法による大規模買付行為に関する規制が浸透し、

本対応方針の目的が一定程度担保されていることなどから、本対応方針の当社における必

要性が相対的に低下しているものと考え、有効期間が満了する本年６月開催の定時株主総

会終結の時をもって、本対応方針を継続しないことといたしました。 

なお、当社は、本対応方針の有無に関わらず、今後とも企業価値ひいては株主共同の利

益の確保・向上に取り組んでまいります。また、大規模買付行為を行いまたは行おうとす

る者に対しては、大規模買付行為の是非を株主の皆様が適切に判断するために必要かつ十

分な情報の提供を求め、あわせて取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための

時間と情報の確保に努める等、金融商品取引法、会社法その他関係法令に基づき、適切な

措置を講じてまいります。 

以 上 
 


